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【公開番号】特開2009-26733(P2009-26733A)
【公開日】平成21年2月5日(2009.2.5)
【年通号数】公開・登録公報2009-005
【出願番号】特願2008-13069(P2008-13069)
【国際特許分類】
   Ｈ０１Ｍ   2/16     (2006.01)
   Ｂ３２Ｂ   9/00     (2006.01)
   Ｂ３２Ｂ  27/32     (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０１Ｍ   2/16    　　　Ｌ
   Ｈ０１Ｍ   2/16    　　　Ｐ
   Ｈ０１Ｍ   2/16    　　　Ｍ
   Ｂ３２Ｂ   9/00    　　　Ａ
   Ｂ３２Ｂ  27/32    　　　Ｚ

【手続補正書】
【提出日】平成23年6月6日(2011.6.6)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ポリオレフィン樹脂多孔膜の少なくとも片面に、無機フィラーと樹脂バインダとを含む
多孔層を備え、
前記ポリオレフィン樹脂多孔膜の、熱収縮応力の最大値が１０ｇ以下であることを特徴と
する多層多孔膜。
【請求項２】
　前記無機フィラーの平均粒径が０．１μｍ以上３．０μｍ以下である請求項１に記載の
多層多孔膜。
【請求項３】
　前記樹脂バインダの、前記無機フィラーと前記樹脂バインダとの総量に占める割合が体
積分率で０．５％以上８％以下である請求項１又は２に記載の多層多孔膜。
【請求項４】
　前記多層多孔膜の総厚の、総層厚に占める割合が１５％以上５０％以下である請求項１
～３のいずれか１項に記載の多層多孔膜。
【請求項５】
　前記多層多孔膜の透気度が１０秒／ｃｃ以上６５０秒／ｃｃ以下である請求項１～４の
いずれか１項に記載の多層多孔膜。
【請求項６】
　前記多層多孔膜の総厚が２μｍ以上２００μｍ以下である請求項１～５のいずれか１項
に記載の多層多孔膜。
【請求項７】
　前記樹脂バインダが、ケン化度８５％以上のポリビニルアルコールである請求項１～６
のいずれか１項に記載の多層多孔膜。
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【請求項８】
　前記多孔層に面する前記ポリオレフィン樹脂多孔膜表面の濡れ指数が４０ｍＮ／ｍ以上
である請求項１～７のいずれか１項に記載の多層多孔膜。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の多層多孔膜を用いた非水電解液電池用セパレータ
。
【請求項１０】
　請求項９に記載の非水電解液電池用セパレータを用いた非水電解液電池。
【請求項１１】
　請求項１～８のいずれか１項に記載の多層多孔膜の製造方法であって、ポリオレフィン
樹脂多孔膜の少なくとも片面に、無機フィラーと樹脂バインダとを含有する分散液を塗布
することを特徴とする多層多孔膜の製造方法。
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